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Ⅰ 決 算 書 類





第１款  水道事業収益

第１項  営業収益

第２項  営業外収益

第３項  特別利益

第１款  水道事業費用

第１項  営業費用

第２項  営業外費用

第３項  特別損失

第４項  予備費

101,000 0 0 0 0 101,000 0 101,000 0 0 101,000 19,876,098

1,000,000 0 0 0 0 1,000,000 0 1,000,000 0 0 1,000,000

12,111,000 52,123,049

10,622,000 0 0 0 0 10,622,000 0 10,622,000 10,548,452

624,558,000 △ 7,527,000 0 0 0 617,031,000

0 73,548

636,281,000 △ 7,527,000 0 0 0 628,754,000

備  考当  初
予算額

補  正
予算額

予備費
支出額

流  用
増減額

地方公営企
業法第２４
条第３項の
規定による
支  出  額

小  計

地方公営企
業法第２６
条第２項の
規定による
繰  越  額

合  計

1,960,200 630,714,200 565,305,603 12,111,000 53,297,597

うち仮払
消費税及び
地方消費税

1,960,200 618,991,200 554,757,151

537,370,489 △ 28,877,511

支    出

区    分

予      算      額

決 算 額

地方公営企
業法第２６
条第２項の
規定による
繰  越  額

不用額

43,204,659

3,000 0 0 3,000 0 △ 3,000

100,450,000 0 0 100,450,000 107,165,550 6,715,550

(単位：円)

補正予算額

地方公営企業法第
２４条第３項の規
定による支出額に
係る財源充当額

合    計

666,701,000 0 0 666,701,000

令和元年度  小川町水道事業決算報告書

(１)  収益的収入及び支出

収    入 (単位：円)

区    分

予      算      額

決  算  額
予算額に
比べ決算
額の増減

備    考
当初予算額

644,536,039 △ 22,164,961

うち仮受消費税
及び地方消費税

566,248,000 0 0 566,248,000
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第１款  資本的収入

第5項 固定資産売却代金

第１款  資本的支出

円は、現年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 円と

(単位：円)

備    考

154,533,315

うち仮払
消費税及び
地方消費税

101,099,716

101,099,576

決  算  額

翌年度繰越額

不 用 額
合 計

地方公営企業
法第26条の
規定による
繰  越  額

継続費逓
次繰越額

488,500

3,654,000 5,977,000 2,323,000

0

36,000,000 0 36,000,000

0 36,000,000

140
8,789,869

円で補填した。

110,795,824 36,000,000

168,811,684

8,301,369

0 058,015,860

162,834,684資本的収入が資本的支出に対し不足する額

当  初
予算額

流  用
増減額

小    計
地方公営企業
法第26条の
規定による
繰  越  額

継続費逓
次繰越額

合    計

58,016,000 0 58,016,000 0 0 58,016,000

293,756,000 12,155,400 0 305,911,400

過年度分損益勘定留保資金

第1項 負担金

第2項 寄附金

第１項  建設改良費

第２項  企業債償還金

補  正
予算額

36,000

36,000

0

区    分

予      算      額

支    出

3,652,000 0 3,652,000 0

247,895,400235,704,000 0 235,740,000 12,155,400 0

293,720,000 0

1,000 0 1,000 0 0 1,000 0 △ 1,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1,000 0 1,000 0 0 1,000 0 △ 1,000

0 3,652,000 5,977,000 2,325,000

第3項 企業債

第4項 国庫補助金

(２)  資本的収入及び支出

収    入 (単位：円)

区    分

予      算      額

決  算  額
予算額に比べ
決算額の増減

備    考
当初予算額 補正予算額 小    計

地方公営企業法
第２６条の規定
による繰越額に
係る財源充当額

継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

合    計

3,654,000 0 3,654,000 0 0

うち仮受消費税
及び地方消費税
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１ 円 円 円

（１） 給水収益 481,632,484
（２） 受託工事収益 43,691
（３） その他営業収益 13,529,900 495,206,075

２

（１） 原水及び浄水費 161,102,321
（２） 配水及び給水費 69,988,191
（３） 受託工事費 3,893,387
（４） 業務費 43,167,470
（５） 総係費 33,492,187
（６） 減価償却費 217,911,805
（７） 資産減耗費 5,200,051
（８） その他営業費用 125,641 534,881,053

△ 39,674,978
３

（１） 受取利息及び配当金 631,218
（２） 他会計補助金 0
（３） 長期前受金戻入 94,734,572
（４） 消費税還付金 0
（５） 雑収益 10,759,515 106,125,305

４

（１） 支払利息 10,419,704
（２） 貸倒引当金繰入額 0
（３） 雑支出 128,748 10,548,452 95,576,853

55,901,875
５ 特別利益 0
６

（１） 減損損失 0
（２） その他の特別損失 0 0 0

55,901,875
31,179,617
87,081,492

営業外収益

営業収益

営業費用

営  業  損　失

令和元年度  小川町水道事業損益計算書
（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

当年度未処分利益剰余金

営業外費用

経  常  利　益

特別損失

当年度純利益

前年度繰越利益剰余金
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（単位：円）

資本金

受贈財産
評価額

寄付金 補助金
工事

負担金
他会計
負担金

資本剰余
金合計

減債
積立金

建設改良
積立金

未処分利益
剰余金

利益剰余金
合計

3,005,470,912 1,144,229 124,951,266 234,894 53,349,915 4,526,892 184,207,196 227,000,000 227,000,000 91,179,617 545,179,617 3,734,857,725

0 0 0 0 0 0 0 30,000,000 30,000,000 △ 60,000,000 0 0

0 0 0 0 0 0 0 30,000,000 30,000,000 △ 60,000,000 0 0

減債積立金の積立 0 0 0 0 0 0 0 30,000,000 0 △ 30,000,000 0 0

建設改良積立金の積立 0 0 0 0 0 0 0 0 30,000,000 △ 30,000,000 0 0

処分後残高
(繰越利益
剰余金)

3,005,470,912 1,144,229 124,951,266 234,894 53,349,915 4,526,892 184,207,196 257,000,000 257,000,000 31,179,617 545,179,617 3,734,857,725

当年度変動額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 55,901,875 55,901,875 55,901,875

0 0 0 0 0 0 0 0 0 55,901,875 55,901,875 55,901,875

(当年度未処分
利益剰余金)

3,005,470,912 1,144,229 124,951,266 234,894 53,349,915 4,526,892 184,207,196 257,000,000 257,000,000 87,081,492 601,081,492 3,790,759,600

資本剰余金 利益剰余金

令和元年度　小川町水道事業剰余金計算書

（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

剰　　余　　金

資本合計
自己

資本金

当年度末残高

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

当年度純利益
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（単位：円）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高 3,005,470,912 184,207,196 87,081,492

議会の議決による処分額 0 0 △ 50,000,000

自己資本金 0 0 0

減債積立金 0 0 0

建設改良積立金 0 0 △ 50,000,000

（繰越利益剰余金）

3,005,470,912 184,207,196 37,081,492

処分後残高

令和元年度　小川町水道事業剰余金処分計算書(案)
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１  固  定  資  産

（１） 円 円 円 円

イ 土    地 458,411,294

ロ 建    物 658,835,332

減価償却累計額 △ 480,195,485 178,639,847

ハ 構 築 物 7,314,953,351

減価償却累計額 △ 4,085,463,375 3,229,489,976

ニ 機械及び装置 1,886,398,963

減価償却累計額 △ 1,113,178,986 773,219,977

ホ 車輌及び運搬具 8,544,709

減価償却累計額 △ 7,278,165 1,266,544

ヘ 工具器具及び備品 3,685,563

減価償却累計額 △ 3,233,152 452,411

ト 建設仮勘定 51,400,000

有 形 固 定 資 産 合 計 4,692,880,049

（２）

イ 水利権 4,448,000

無 形 固 定 資 産 合 計 4,448,000

固 定 資 産 合 計 4,697,328,049
２ 流  動  資  産

（１） 1,373,685,510

（２） 15,482,582

△ 243,693 15,238,889

（３） 1,579,770

（４） 191,873

（５） 10,032,000

流 動 資 産 合 計 1,400,728,042

資   産   合   計 6,098,056,091

現金預金

有形固定資産

無形固定資産

令和元年度　小川町水道事業貸借対照表 
（令和2年3月31日）
資　　産　　の　　部

未収金

貸倒引当金

貯蔵品

前払費用

前払金
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３

（１）

イ 建設改良費等の財源に 392,744,368

充てるための企業債

企業債合計 392,744,368

（２） 引　当　金

イ 退職給付引当金 16,772,094

ロ 修繕引当金 28,000,000

引当金合計 44,772,094

固 定 負 債 合 計 437,516,462
４

（１）

イ 建設改良費等の財源に 61,629,548

充てるための企業債

企業債合計 61,629,548

（２） 43,796,360

（３） 16,169,309

（４）

イ 賞与引当金 7,802,955

引当金合計 7,802,955

流 動 負 債 合 計 129,398,172
５

4,227,791,794

△ 2,487,409,937

1,740,381,857

負   債   合   計 2,307,296,491

負　　債　　の　　部

長期前受金

収益化累計額

繰延収益合計

固　定　負　債

引当金

繰　延　収　益

企　業　債

流　動　負　債

企　業　債

未払金

預り金
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６

（１） 自己資本金 3,005,470,912

７

（１）

イ 受贈財産評価額 1,144,229

ロ 工事負担金 53,349,915

ハ 寄附金 124,951,266

ニ 他会計負担金 4,526,892

ホ 補助金 234,894

資本剰余金合計 184,207,196

（２）

イ 減債積立金 257,000,000

ロ 建設改良積立金 257,000,000

ハ 当年度未処分利益剰余金 87,081,492

利益剰余金合計 601,081,492

剰余金合計 785,288,688

資本合計 3,790,759,600

負債資本合計 6,098,056,091

資　本　金

剰　余　金

利益剰余金

資本剰余金

資　　本　　の　　部
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Ⅱ 決 算 附 属 書 類





1 概況

(1) 総括事項

(ｲ) 業務の概要

(ﾛ) 経営の状況

収益的収支(税抜き)について

資本的収支(税込み)について

(ﾊ) 建設改良事業

  主な工事につきましては、青山地内　環状1号線金勝腰越線配水本管新設工事、塩化ビニル管更新工事及び配水管布設替工事並びに青山浄
水場流量計更新工事等を実施しました。

令和元年度  小川町水道事業報告書

  当町の水需要は、給水人口の減少、節水型機器の普及、節水意識の向上等により年々減少傾向にあります。今後も総人口の推移の影響により
水道使用量の減少傾向は続いて行くものと考えられます。
  本年度の事業内容は、総給水戸数１３，４５０戸で前年度と比較して１７戸の増となりましたが、給水人口は２９，１９７人で前年度と比較
して４６３人の減となりました。
  総有収水量は、３，２６１，９４７㎥で前年度と比較して１０６，３４８㎥の減となりました。
  工事につきましては、配水管布設替及び新設工事、浄水場流量計更新工事等を実施しました。

  本年度の年間総配水量は３，７６０，１０８㎥（前年度比５３，４６３㎥、１．４％の減）となり、総有収水量も３，２６１，９４７㎥
（前年度比１０６，３４８㎥、３．２％の減）となりました。有収率は８６．８％で前年度と比較して１．５％の減となりました。
  給水収益につきましては４８１，６３２，４８４円（前年度比３．４％の減）となり、供給単価は１㎥あたり１４７円６５銭で前年度と比
べ０円３８銭の減で、給水原価は１㎥あたり１３６円４０銭で前年度と比べ３円１０銭の減となりました。

  事業収益の総額は６０１，３３１，３８０円（前年度比３．８％減）となりました。営業収益の給水収益は４８１，６３２，４８４円（前
年度比３．４％減）で、その構成比は８０．１％、受託工事収益は４３，６９１円（前年度比５３．０％減）で、その構成比は０．０１％、
その他の営業収益は１３，５２９，９００円（前年度比５２．０％減）で、その構成比は２．３％となりました。
　営業外収益は１０６，１２５，３０５円（前年度比８．３％増）で、その構成比は１７．６％となりました。
  事業費用の総額は５４５，４２９，５０５円（前年度比５．５％減）で、営業費用は５３４，８８１，０５３円（前年度比２．７％減）、
営業外費用は１０，５４８，４５２円（前年度比１５．０％減）となりました。
  以上の結果、損益において、営業収支では３９，６７４，９７８円の損失が生じましたが、営業外収益のうち長期前受金戻入として９４，
７３４，５７２円の収益が発生したため、５５，９０１，８７５円の純利益となりました。

 資本的収入の総額は５，９７７，０００円（前年度比１７．７％減）で、負担金によるものです。
  支出の総額については１６８，８１１，６８４円（前年度比２０．５％減）で、建設改良費１１０，７９５，８２４円、及び企業債償還金
５８，０１５，８６０円となっており、収入が支出に対し不足する額は１６２，８３４，６８４円で、その不足額を現年度分消費税及び地方
消費税資本的収支調整額８，３０１，３６９円、過年度分損益勘定留保資金１５４，５３３，３１５円で補填しました。
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(2) 議会議決事項

議案番号 件           名 提出年月日 議決年月日

議案第41号 小川町水道事業給水条例の一部を改正する条例制定について 令和元年9月30日 令和元年9月30日

議案第51号 令和元年度小川町水道事業会計補正予算（第1号） 令和元年9月30日 令和元年9月30日

議案第58号 平成30年度小川町水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 令和元年9月30日 令和元年10月18日

議案第61号 小川町水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例制定について 令和元年11月28日 令和元年12月4日

議案第78号 令和元年度小川町水道事業会計補正予算（第2号） 令和元年12月12日 令和元年12月12日

議案第21号 令和2年度小川町水道事業会計予算 令和2年3月2日 令和2年3月19日
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(3) 行政官庁許認可事項

 (ｲ) 認可事項 該当事項なし

 (ﾛ) 許可事項

申請年月日 申請先 件名 種別 路線名 占用場所 許可年月日 備考

令和元年9月11日
東松山
県土整備事務所

道路占用
許可申請書

県道 菅谷寄居線
大字中爪594番地先から
大字中爪585番地3先まで

令和元年9月27日 配水管埋設

令和元年9月25日
東松山
県土整備事務所

道路占用
許可申請書

国道 ２５４号 大字勝呂655番地3先 令和元年10月3日 配水管埋設

令和元年10月11日
東松山
県土整備事務所

道路占用
許可申請書

県道 菅谷寄居線 大字中爪877番地先 令和元年10月25日 給水管埋設

令和元年10月18日
東松山
県土整備事務所

道路占用
許可申請書

県道 西平小川線
大字腰越146番地1先から
大字腰越149番地1先まで

令和元年11月7日 配水管埋設

令和元年11月13日
東松山
県土整備事務所

道路占用
許可申請書

県道 西平小川線
大字腰越188番地2、185番地
2、188番地1

令和元年11月28日 給水管埋設

令和元年12月25日
東松山
県土整備事務所

道路占用
許可申請書

県道 西平小川線
大字腰越188番地2、185番地
2、188番地1

令和2年1月7日 給水管埋設

令和2年1月22日
東松山
県土整備事務所

道路占用
許可申請書

県道 西平小川線
大字腰越188番地2、185番地
2、188番地1

令和2年2月4日 給水管埋設

令和2年2月25日
東松山
県土整備事務所

道路占用
許可申請書

国道 ２５４号 大字小川446番地1先 令和2年3月11日 給水管埋設
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(4) 職員に関する事項

 期末現在職員担当別構成表 (単位：人)

勘定別 計

1 1

主  幹 1 1

水道施設担当 1 1 1 1 4

浄水場担当 1 1 2

1 1 3 3 2 3 13

1 1 3 3 0 5 13

0 0 0 0 2 △ 2 0

(5) 料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

該当事項なし

技師主事

12

1

水道総務担当 1 2 1 1 5

資本勘定

損益勘定

前 年 度

合    計

比較増減

勘定別所属職員

水
道
グ
ル
ー
プ

　　　　　職　名

　区　分
課長 計主任主査主席主査主幹

課    長

13

13

0
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2 工事
(1) 建設工事の概況 (単位:円)

工　事　名 金　額 完成年月日

DCIP-GX φ200 L= 38 ｍ

DCIP-GX φ300 L= 90 ｍ

NCP φ200 L= 27 ｍ

仕切弁 φ200 N= 2 基

(2) 改良工事の概況

工　事　名 金　額 完成年月日

HIRRVPﾛﾝｸﾞ φ75 L= 178 ｍ

仕切弁 φ75 N= 3 基

地下式消火栓 N= 1 基

PP φ150 L= 22 ｍ

空気弁 N= 1 基

HIVP φ75 L= 5 ｍ

NCP 80A L= 9 ｍ

空気弁 N= 1 基

水管橋資材 NCP 80A L= 9 ｍ 459,000

HIRRVPﾛﾝｸﾞ φ75 L= 87 ｍ

HIRRVPﾛﾝｸﾞ φ100 L= 196 ｍ

仕切弁 φ75 N= 1 基

仕切弁 φ100 N= 3 基

地下式消火栓 N= 2 基

HIRRVPﾛﾝｸﾞ φ50 L= 1 ｍ

HIRRVPﾛﾝｸﾞ φ75 L= 8 ｍ

HIRRVPﾛﾝｸﾞ φ150 L= 258 ｍ

DCIP-K φ150 L= 19 ｍ

仕切弁 φ75 N= 1 基

仕切弁 φ150 N= 3 基

不断水仕切弁 N= 2 基

地下式消火栓 N= 1 基

工事内容

青山地内　環状1号線金勝腰越線配水本管新設工事 20,273,000

腰越地内　県道熊谷小川秩父線配水管布設替工事 6,539,400

小川地内　小川橋橋梁添架管更新工事

中爪地内　320号橋水管橋添架替工事

社会資本整備総合交付金（交通安全）工事（下横田工
区）に伴う塩化ビニル管更新工事

腰越地内　町道7195線他配水管布設替工事

工事内容

5,616,000 令和元年6月27日

1,310,100

9,570,000 令和2年1月30日

15,246,000

平成31年4月26日

令和2年3月25日

令和2年1月30日

令和2年2月27日
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工　事　名 金　額 完成年月日

HIRRVPﾛﾝｸﾞ φ75 L= 366 ｍ

HIRRVPﾛﾝｸﾞ φ100 L= 88 ｍ

仕切弁 φ75 N= 12 基

仕切弁 φ100 N= 3 基

地上式消火栓 N= 1 基

HIRRVPﾛﾝｸﾞ φ75 L= 278 ｍ

仕切弁 φ50 N= 2 基

仕切弁 φ75 N= 4 基

空気弁付地下式消火栓 N= 1 基

自吸式過流ポンプ N= 3 基

（φ32×0.01㎥/min×35m×0.4kw）

青山浄水場　槻川水源取水流量計更新工事 超音波流量計 200A N= 1 基 4,620,000 令和2年2月14日

原水濁度計 N= 1 組

（検出器・変換器・超音波発信機）

給水ポンプユニット N= 1 基

吐出し量0.4㎥/min×60ｍ 200V 50Hz

木部増圧場　№3増圧ポンプ N= 1 基

JUP50×4-57.5

内出増圧場　№2送水ポンプ N= 1 基

JUP40×3-53.7

原川地内　町道1286号線塩化ビニル管更新工事(31-2工
区)

工事内容

中爪地内　町道3396号線他塩化ビニル管更新工事(31-1
工区)

15,983,000 令和2年3月25日

680,400 令和元年9月27日

8,624,000 令和2年2月13日

青山浄水場　4拡№2～4号サンプリングポンプ更新工事

木部・内出増圧場　ポンプ設備更新工事 2,750,000 令和2年3月24日

青山浄水場　円光寺系原水濁度計更新工事 3,542,000 令和2年3月16日

令和2年3月18日3,278,000笠原増圧場　給水ポンプユニット更新工事
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3 業務

(1) 業務量

△3 円 10 銭

銭

給水原価 136 円 40 銭 139 円 50 銭

円 3 銭 △0 円 38供給単価 147 円 65 銭 148

㎥

職員一人当り営業収益 41,263,532 円 43,902,380 円 △ 2,638,848 円

職員一人当り給水量 271,829 ㎥ 280,691 ㎥ △ 8,862

％

職員一人当り給水人口 2,433 人 2,472 人 △ 39 人

経常収支比率 110.2 ％ 111.1 ％ △ 0.9

戸

総収益対総費用比較 110.2 ％ 108.2 ％ 2.0 ％

給水戸数 13,450 戸 13,433 戸 17

％

配水管使用効率 17.2 ㎥/ｍ 17.5 ㎥/ｍ △ 0.3 ㎥/ｍ

最大稼働率 65.6 ％ 66.9 ％ △ 1.3

％

施設利用率 58.8 ％ 59.8 ％ △ 1.0 ％

有収率 86.8 ％ 88.3 ％ △ 1.5

人

負荷率 89.6 ％ 89.3 ％ 0.3 ％

現在給水人口 29,197 人 29,660 人 △ 463

㎥

行政区域内人口 29,471 人 29,938 人 △ 467 人

年間総有収水量 3,261,947 ㎥ 3,368,295 ㎥ △ 106,348

ℓ

一日一人平均給水量 305.3 ℓ 311.1 ℓ △ 5.8 ℓ

一日一人平均配水量 351.9 ℓ 352.3 ℓ △ 0.4

㎥

一日一人最大配水量 392.5 ℓ 394.5 ℓ △ 2.0 ℓ

一日平均配水量 10,274 ㎥ 10,448 ㎥ △ 174

㎥

一日最大配水量 11,461 ㎥ 11,701 ㎥ △ 240 ㎥

区          分 令和元年度 平成３０年度 前年度との比較増減

年間総配水量 3,760,108 ㎥ 3,813,571 ㎥ △ 53,463
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(2) 事業収入に関する事項

(3) 事業費に関する事項

科目
令和元年度（Ａ）

給水収益 481,632,484 80.1

長期前受金戻入 94,734,572 15.7

科目
令和元年度（Ａ）

原水及び浄水費 161,102,321 29.5

計 545,429,505 100.0

平成３０年度（Ｂ） 比較

金額（円） 率（％） 金額（円） 率（％） 増減（円） 率(A/B)(％)

94.0
498,620,698 79.8 △ 16,988,214 96.6

営業収益 495,206,075 82.4 526,921,502 84.3 △ 31,715,427

47.0
その他の営業収益 13,529,900 2.3 28,207,864 4.5 △ 14,677,964 48.0

受託工事収益 43,691 0.0 92,940 0.0 △ 49,249

86,143,605 13.8 8,590,967 110.0

108.3
受取利息 631,218 0.1 630,064 0.1 1,154 100.2

営業外収益 106,125,305 17.6 97,990,983 15.7 8,134,322

95.9
特別利益 0 0.0 0 0.0 0

雑収益 10,759,515 1.8 11,217,314 1.8 △ 457,799

計 601,331,380 100.0 624,912,485 100.0 △ 23,581,105 96.2

固定資産売却益 0 0.0 0 0.0 0

平成３０年度（Ｂ） 比較

金額（円） 率（％） 金額（円） 率（％） 増減（円） 率(A/B)(％)

97.3
160,607,840 27.8 494,481 100.3

営業費用 534,881,053 98.0 549,909,333 95.2 △ 15,028,280

94.0
受託工事費 3,893,387 0.7 3,553,807 0.6 339,580 109.6

配水及び給水費 69,988,191 12.8 74,469,345 12.9 △ 4,481,154

84.8
総係費 33,492,187 6.1 31,888,168 5.5 1,604,019 105.0

業務費 43,167,470 7.9 50,906,683 8.8 △ 7,739,213

98.9
資産減耗費 5,200,051 1.0 7,900,661 1.4 △ 2,700,610 65.8

減価償却費 217,911,805 40.0 220,224,895 38.1 △ 2,313,090

35.1
営業外費用 10,548,452 2.0 12,406,604 2.2 △ 1,858,152 85.0

その他の営業費用 125,641 0.0 357,934 0.1 △ 232,293

85.1
雑支出 128,748 0.1 158,955 0.1 △ 30,207 81.0

支払利息 10,419,704 1.9 12,247,649 2.1 △ 1,827,945

皆減
減損損失 0 0.0 15,119,000 2.6 △ 15,119,000 皆減

特別損失 0 0.0 15,119,000 2.6 △ 15,119,000

577,434,937 100.0 △ 32,005,432 94.5

その他の特別損失 0 0.0 0 0.0 0
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(4) その他主要な事項

　(ｲ) 年度別原価構成及び供給単価との比較表 (単位：円/㎥)

※ 平成26年度より改正された基準により給水原価を算出している。

139.50 148.03 -8.5310.25 2.64 0.82 0.72 1.00 26.09 31.38 165.07 25.5730 12.22

28 12.57 6.53 3.72 0.00 22.82

27 12.12 6.04 3.77 0.00 21.93 4.97

162.20 147.33 -10.304.48 62.01 9.06 3.95 0.76 0.71 25.17 137.034.50 26.06 27.85

168.50 147.66 -7.964.03 62.60 9.74 3.18 0.66 0.70 28.80 139.7029

0.31 27.03 30.17元

0.31 25.60 39.17

11.63

11.91

6.60

6.82

3.79

3.77

0.44

0.00

22.46

22.50

7.02 3.90 0.00 23.14 3.64 65.38

165.44 147.65 -11.253.20 66.80 10.33 3.80 0.58 0.76 29.04 136.40

  種類

年度

支

払

利

息

減

価

償

却

費

動

力

費

修

繕

費

供

給

単

価

差

 
 
引

資

材

費

薬

品

費

路

面

復

旧

費

受

水

費

そ

の

他

合
計

(

旧
原
価

)

長
期
前
受
金
戻
入

合
計

(

新
原
価

)

給料 手当

職 員 給 与 費

法定
福利費

賃金 合　計

25.58 133.93 147.03 -13.1062.57 10.30 1.55 0.59 0.61 2.35 26.01 28.63 159.51
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4 会計

(1) 重要契約の要旨

　　建設工事等請負契約

契約年月日 契約金額(円) 契約の内容 契約の相手方

令和元年9月2日 10,945,000
社会資本整備総合交付金（交通安全）工事（下横田工区）に伴う塩
化ビニル管更新工事

㈲石川工務店

令和元年10月1日 16,467,000 腰越地内　町道7195線他配水管布設替工事 ㈱新井設備工業

令和元年10月4日 9,889,000 原川地内　町道1286号線塩化ビニル管更新工事（31－2工区） ㈲石川工務店

令和元年10月15日 6,160,000
大塚地内　公共下水道1－5分区19－2号枝線工事に伴う配水管仮設、
給水管仮設・切替工事

㈱大野工務所

令和元年10月18日 9,570,000
下古寺地内　68号橋補修工事に伴う館川水源・古寺水源導水管布設
替工事

㈱ヤマグチ工務店

令和元年10月24日 9,350,000 腰越地内　小川第4汚水幹線管渠築造工事に伴う配水管布設替工事 ㈱オカベ建設

令和元年11月18日 20,273,000 青山地内　環状1号線金勝腰越線配水本管新設工事 ㈲金子建設

令和元年11月18日 22,781,000 中爪地内　町道3396号線他塩化ビニル管更新工事（31－1工区） ㈱新井設備工業

令和元年12月23日 10,413,700
大塚地内　公共下水道1－5分区19－2号枝線工事に伴う配水管新設・
布設替工事

㈲加藤工業
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(2) 企業債及び一時借入金の概況

　(ｲ) 企業債の概況
(単位：円)　　

区　分 前年度末残高 当年度借入額 当年度償還額 当年度末残高

財務省財政融資資金 206,967,437 0 28,416,748 178,550,689

地方公共団体金融機構 305,422,339 0 29,599,112 275,823,227

合　計 512,389,776 0 58,015,860 454,373,916

　(ﾛ) 一時借入金の概況 該当事項なし

(3) その他会計経理に関する重要事項

該当事項なし
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5 付帯事項

(1) 給水装置申請の概況

新設工事 59 件 104 件 △ 45 件 56.7 ％

改良及び増設 18 件 12 件 6 件 150.0 ％

修繕工事 28 件 25 件 3 件 112.0 ％

6 その他

(1) 資産の譲渡等の対価以外の収入の使途について

　　　他会計負担金（不課税）７，５３９，０００円については、配水及び給水費　給料に全額（特定収入以外）、

　　　受贈財産評価額長期前受金戻入（不課税）８６２，７８６円については、減価償却費　構築物減価償却費に全額（特定収入以外）、

　　　工事負担金長期前受金戻入（不課税）４８，９４０，０１０円については、減価償却費　構築物減価償却費に全額（特定収入以外）、

　　　寄附金長期前受金戻入（不課税）４１，５１８，６１０円については、減価償却費　構築物減価償却費に全額（特定収入以外）、

　　　他会計負担金長期前受金戻入（不課税）１，３１８，８３０円については、減価償却費　構築物減価償却費に全額（特定収入以外）、

　　　補助金長期前受金戻入（不課税）２，０９４，３３６円については、減価償却費　構築物減価償却費に全額（特定収入以外）、

　　　その他の雑収益（不課税）３６，００１円については、支払利息　企業債利息に全額（特定収入以外）、それぞれ充当した。

区　分 令和元年度（A） 平成30年度（B）
比　較

増　減 比率（A／B）
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令和元年度　小川町水道事業キャッシュ・フロー計算書

(1) 業務活動によるキャッシュ・フロー 　円

当年度純利益 55,901,875

減価償却費 217,911,805

減損損失 0

長期前受金戻入額 △ 94,734,572

資産減耗費 5,200,051

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 3,595

賞与引当金の増減額（△は減少） 123,037

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,133,081

貯蔵品の増減額（△は増加） △ 2,400

受取利息及び受取配当金 △ 631,218

支払利息 10,419,704

未収金の増減額（△は増加） △ 3,144,003

未払金の増減額（△は減少） 27,798,305

預り金の増減額（△は減少） 1,287,685

前払費用の増減額（△は増加） 87,591

前払金の増減額（△は増加） △ 4,322,000

小計 220,025,346

利息の受取額 631,218

利息の支払額 △ 10,419,704

業務活動によるキャッシュ・フロー 210,236,860

     （平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）
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(2) 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 102,005,955

無形固定資産の取得による支出 0

国庫補助金等による収入 5,488,500

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 96,517,455

(3) 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 58,015,860

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 58,015,860

資金増加額（又は減少額） 55,703,545

資金期首残高 1,317,981,965

資金期末残高 1,373,685,510
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 令和元年度　小川町水道事業会計収益費用明細書 (単位：円)

款 項 目 節

水 道 事 業 収 益 601,331,380

営 業 収 益 495,206,075

給 水 収 益 481,632,484

水道料金 468,220,034

量水器使用料 13,412,450

受 託 工 事 収 益 43,691

給水工事収益 0

修繕工事収益 41,741

その他の受託工事収益 1,950

その他の営業収益 13,529,900

資材売却収益 90,200

手数料 412,200

他会計負担金 7,539,000

水道利用者負担金 5,488,500

営 業 外 収 益 106,125,305

受取利息及び配当金 631,218

預金利息 631,218

他 会 計 補 助 金 0

他会計補助金 0

長 期 前 受 金 戻 入 94,734,572

受贈財産評価額長期前受金戻入 862,786

工事負担金長期前受金戻入 48,940,010

寄附金長期前受金戻入 41,518,610

他会計負担金長期前受金戻入 1,318,830

補助金長期前受金戻入 2,094,336

雑 収 益 10,759,515

不用品売却収益 84,314

その他の雑収益 10,675,201

収 益 合 計 601,331,380

金 額 備 考
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款 項 目 節 金 額 備 考

水 道 事 業 費 用 545,429,505

営 業 費 用 534,881,053

原 水 及 び 浄 水 費 161,102,321

給料 7,206,734 予算額 7,210,000

手当 1,808,403 予算額 2,381,000

賞与引当金繰入額 1,159,503 予算額 1,161,000

賃金 0 予算額 1,000

法定福利費 1,812,011 予算額 2,063,000

旅費 3,984

備消品費 198,055

燃料費 0

光熱費 25,280

通信運搬費 850,930

食糧費 0

委託料 20,120,193

手数料 3,336,810

賃借料 30,000

工事請負費 0

修繕費 5,611,950

動力費 28,281,144

薬品費 2,472,430

補償料 0

受水費 88,184,894

配 水 及 び 給 水 費 69,988,191

給料 14,691,600 予算額 14,692,000

手当 6,390,827 予算額 7,326,000

賞与引当金繰入額 2,392,418 予算額 2,394,000

賃金 0 予算額 1,000

法定福利費 4,079,243 予算額 4,495,000

旅費 12,131

備消品費 630,620
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款 項 目 節 金 額 備 考

燃料費 278,000

通信運搬費 0

委託料 6,460,960

賃借料 27,200

工事請負費 18,403,400

修繕費 6,439,856

舗装復旧費 1,017,000

動力費 5,427,452

材料費 1,874,757

補償費 0

負担金 0

公課費 47,727

工事請負費（繰越） 1,815,000

受 託 工 事 費 3,893,387

給料 2,264,400 予算額 2,265,000

手当 710,102 予算額 788,000

賞与引当金繰入額 346,774 予算額 348,000

賃金 0 予算額 0

法定福利費 572,111 予算額 670,000

旅費 0

備消品費 0

燃料費 0

委託料 0

工事請負費 0

修繕費 0

舗装復旧費 0

資材費 0

負担金 0

業 務 費 43,167,470

給料 4,530,000 予算額 4,530,000

手当 2,822,485 予算額 3,081,000
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款 項 目 節 金 額 備 考

賞与引当金繰入額 1,355,226 予算額 1,356,000

賃金 1,441,938 予算額 2,114,000

法定福利費 2,085,203 予算額 2,196,000

旅費 0

被服費 40,140

備消品費 252,652

燃料費 0

印刷製本費 705,780

通信運搬費 1,130,885

委託料 23,187,344

手数料 1,296,039

賃借料 3,303,360

修繕費 336,550

損害保険料 679,868

総 係 費 33,492,187

報酬 29,000

給料 11,518,800 予算額 11,519,000

手当 4,585,457 予算額 4,820,000

賞与引当金繰入額 1,884,185 予算額 1,886,000

退職給付費 4,133,081

賃金 0 予算額 1,000

法定福利費 3,259,414 予算額 3,498,000

厚生福利費 100,000

旅費 5,086

交際費 0 予算額 1,000

備消品費 232,077

印刷製本費 0

通信運搬費 0

食糧費 0

委託料 72,000

手数料 0
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款 項 目 節 金 額 備 考

負担金 7,673,087

災害補償費 0

貸倒引当金繰入額 0

減 価 償 却 費 217,911,805

有形固定資産減価償却費 217,911,805

無形固定資産減価償却費 0

資 産 減 耗 費 5,200,051

固定資産除却費 5,200,051

その他の営業費用 125,641

材料売却原価 0

雑支出 125,641

営 業 外 費 用 10,548,452

支 払 利 息 10,419,704

企業債利息 10,419,704

雑 支 出 128,748

不用品売却原価 0

その他の雑支出 128,748

消 費 税 0

消費税 0

特 別 損 失 0

固 定 資 産 売 却 損 0

固定資産売却損 0

減 損 損 失 0

減損損失 0

過年度損益修正損 0

過年度損益修正損 0

予 備 費 0

予 備 費 0

予備費 0

費 用 合 計 545,429,505
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前年度末累計
当年度増加額
（償却額）

当年度減少額 当年度末累計

土 地 458,411,294 0 0 458,411,294 0 0 0 0 458,411,294

建 物 658,835,332 0 0 658,835,332 464,995,004 15,200,481 0 480,195,485 178,639,847

構 築 物 7,244,793,706 82,882,000 12,722,355 7,314,953,351 3,962,992,402 132,672,276 10,201,303 4,085,463,375 3,229,489,976

機械及び装置 1,886,090,221 18,548,955 18,240,213 1,886,398,963 1,061,091,672 69,048,528 16,961,214 1,113,178,986 773,219,977

車輌及び運搬具 8,544,709 0 0 8,544,709 6,405,952 872,213 0 7,278,165 1,266,544

工具器具及び備品 3,550,563 135,000 0 3,685,563 3,114,845 118,307 0 3,233,152 452,411

建 設 仮 勘 定 50,960,000 440,000 0 51,400,000 0 0 0 0 51,400,000

合　計 10,311,185,825 102,005,955 30,962,568 10,382,229,212 5,498,599,875 217,911,805 27,162,517 5,689,349,163 4,692,880,049

(単位：円)

水 利 権 5,848,000 0 1,400,000

合　計 5,848,000 0 1,400,000

固定資産明細書

（1） 有形固定資産明細書 

（2） 無形固定資産明細書 

減価償却累計額

年度末現在高

資産の種類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額

資産の種類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額

0 4,448,000

4,448,000

(単位：円)

年度末償却
未  済  高

備考年度末現在高

当年度減価償却高 備考

0
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企業債明細書
(単位：円)

当年度償還高 償還高累計

平成4年度財務省財政融資資金 平成5年3月25日 140,000,000 7,890,825 114,158,279 25,841,721 年4.40％ 令和5年3月25日

平成4年度地方公共団体金融機構 平成5年3月26日 60,000,000 3,898,802 55,923,777 4,076,223 年4.50％ 令和3年3月20日

平成5年度財務省財政融資資金 平成6年3月23日 35,000,000 1,807,694 27,078,414 7,921,586 年3.65％ 令和6年3月1日

平成5年度地方公共団体金融機構 平成6年3月23日 15,000,000 884,039 13,130,267 1,869,733 年3.75％ 令和4年3月20日

平成6年度財務省財政融資資金 平成7年3月27日 125,000,000 6,532,999 87,425,745 37,574,255 年4.65％ 令和7年3月1日

平成6年度地方公共団体金融機構 平成7年3月30日 76,500,000 4,601,633 61,340,080 15,159,920 年4.70％ 令和5年3月20日

平成6年度地方公共団体金融機構 平成7年3月30日 48,500,000 2,925,914 38,851,107 9,648,893 年4.75％ 令和5年3月20日

平成9年度財務省財政融資資金 平成10年3月25日 283,400,000 12,185,230 176,186,873 107,213,127 年2.10％ 令和10年3月1日

平成9年度地方公共団体金融機構 平成10年3月25日 63,900,000 3,067,045 44,019,251 19,880,749 年2.20％ 令和8年3月20日

平成9年度地方公共団体金融機構 平成10年3月25日 122,700,000 5,877,511 84,668,750 38,031,250 年2.15％ 令和8年3月20日

平成18年度地方公共団体金融機構 平成19年3月29日 87,000,000 8,344,168 69,843,541 17,156,459 年1.85％ 令和4年3月20日

平成28年度地方公共団体金融機構 平成29年3月30日 50,000,000 0 0 50,000,000 年0.60％ 令和29年3月20日

平成29年度地方公共団体金融機構 平成30年3月29日 10,000,000 0 0 10,000,000 年0.60％ 令和30年3月20日

平成29年度地方公共団体金融機構 平成30年3月29日 110,000,000 0 0 110,000,000 年0.20％ 令和15年3月20日

合　計 1,227,000,000 58,015,860 772,626,084 454,373,916

利率 償還終期 備  考種 類 発行年月日 発行総額
償 還 高

未償還残高
発行
価額
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注記

Ⅰ．重要な会計方針

　　改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

1　資産の評価基準及び評価方法

　　 貯蔵品　先入先出法による原価法によっている。

2　固定資産の減価償却の方法

 （1） 有形固定資産

     ・減価償却の方法　　定額法による。

     ・主な耐用年数

 （2） 無形固定資産

     ・減価償却の方法　　定額法による。

3　引当金の計上方法

 （1） 賞与引当金

 　　　職員の期末・勤勉手当（以下、「期末手当等」という。）の支給及び期末手当等に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末に

 　　　おける支給見込み額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上している。

 （2） 貸倒引当金

 　　　債権の不能欠損による損失に備えるため、貸倒実積率等による回収不能見込額を計上している。

 （3） 退職給付引当金

 　　　当町は、退職手当組合に加入しており、水道事業会計においても当該組合に負担金を拠出しているが、退職手当組合に支払う追加的

 　　　負担に備えるため、一般会計との覚書により一般会計が負担すると見込まれる金額を除く額を計上している。

　　建物・構築物　　15～50年

　　機械及び装置　　　　18年

　　車輌及び運搬具　　4～5年

　　工具器具及び備品　　 2～15年
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 　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．リース資産により使用する固定資産

1　リース取引の処理方法

 　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行規則第55条の規定により中小規模の地方公営企業の特例をうけ、

 　通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行う。

2　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

円

円

円

Ⅲ．その他

1　引当金の取り崩し

 （1） 賞与引当金

 　　　当年度において、職員の期末・勤勉手当を支給及び期末手当等に係る法定福利費を支給することとなったため、賞与引当金

　 　　７，６７９，９１８円を取り崩した。

 （2） 貸倒引当金

 　　　当年度において、債権の不能欠損を計上することとなったため、貸倒引当金３，５９５円を取り崩した。

2　新会計基準移行に係る経過措置

 （1） 修繕引当金に関する経過措置

 　　　平成２６年３月３１日以前に引当計上したものについては、引き続き、従前の例により取り崩すこととする。

8,691,200計

１年内

１年超

3,282,000

5,409,200

4　消費税等の会計処理
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